
令和７年度 行政評価結果の概要

本市では実施する事業について、「妥当性」「有効性」「効率性」の視点を中心とした評価

により、今後の事業の方向性を検討し、新たな事業の実施や既存の事業の改善・改革を

推進しています。

令和７年度に実施した行政評価結果の概要は、以下のとおりです。

【評価対象事業】

・ 継続事業及び補正新規事業

令和７年度当初予算として予算化した事業及び令和７年度補正予算として予算化

した事業

・ 新規事業

令和８年度当初予算として新たに予算化し実施する予定の事業

【令和７年度の評価事業数】 ※括弧内は、令和６年度の評価事業数

569 事業（560 事業）

・ 継続事業及び補正新規事業 565 事業（550 事業）

・ 新規事業 4事業（10 事業）

【令和７年度の最終評価別事業数】 ※括弧内は、令和６年度の評価事業数

・ ２次評価 531 事業（525 事業）

・ 評価調整委員会 34 事業（25 事業）

・ 都市経営戦略会議 6事業（5事業）

※ ２次評価は、各事業担当部長が行いました。

※ 評価調整委員会では、次年度における事業の方向性が「新規」又は「拡充」の事業について、企画政策部長をはじ

めとする委員により、事業内容を審査し、採択・不採択の評価を行いました。

（参考）評価調整委員会委員…（会長）企画政策部長、（副会長）総務部長、財政部長、都市整備部長、

総務課長、財政課長、人事課長

※ 都市経営戦略会議では、市長へのプレゼン実施により提案され、令和８年度当初予算にて予算化しようとする

事業の方向性が、「新規」又は「拡充」の事業について、市長をはじめとする委員により、事業内容を審査し、採択・

不採択の評価を行いました。

（参考）都市経営戦略会議委員…市長、副市長、大村市技監、企画政策部長、総務部長、財政部長、

都市整備部長

※ 市長へのプレゼン実施により提案された事業のみ、都市経営戦略会議において最終評価を行いました。



◇継続、見直し、終了事業等

方向性 事業数

現状維持 496

拡充 21

縮小 7

終了 8

廃止 3

終期の設定 2

その他の見直し 24

他事業に統合 4

合計 565

○「拡充」とした事業 ○「廃止」とした事業
・国際交流事業 ・大村の未来アドバイザー会議開催事業
・国際交流プラザ運営事業(旧：官民連携型国際交流事業） ・東京事務所運営管理事業
・交流・Uターン推進事業 ・大村産長崎和牛活用支援事業
・ホームページ運営管理事業
・ボランティア活動支援事業
・動物愛護推進事業 ○「終期の設定」とした事業
・社会福祉協議会運営費補助事業 ・旧最終処分場公園整備事業
・歯科検診事業 ・おおむらじげたまグランプリ事業
・法定予防接種等接種事業（成人用）
・健康づくりのための地域活動支援事業 ○「その他の見直し」とした事業
・心身障害者おでかけサポート事業 ・総合計画進行管理事業
・障害児保育推進事業 ・しあわせ循環コミュニティ事業
・待機児童解消緊急保育士確保事業 ・地域助け合いサービス事業
・5歳児健康診査事業(旧：4歳児発達支援相談事業） ・住民主導型地域活性化事業
・乳幼児・妊婦健康診査事業 ・新たなプール施設建設事業
・おおむらキャリア形成支援事業（旧：企業就職支援事業） ・古賀島スポーツ広場改修事業
・交通弱者対策事業 ・陸上競技場改修事業
・中学校就学援助事業 ・環境監視・指導事業(旧：公害監視指導事業)
・中学校遠距離通学対策事業 ・生活保護運営対策事業
・部活動地域展開プロジェクト事業(旧：中学校部活動推進事業） ・こどもを事故から守るプロジェクト事業
・放課後子ども教室推進事業 ・子どもの居場所づくり事業

・産後ケア事業
・ヤングケアラー支援事業

　○「縮小」とした事業 ・中小企業振興資金融資事業
・出産・子育て応援事業 ・中小企業人材育成支援事業
・放課後児童クラブ施設整備事業 ・中小企業創業資金融資事業
・子育て世帯訪問支援事業 ・特産品販路開拓事業
・カーボンニュートラル促進事業 ・着地型観光推進事業
・青年農業者活動事業 ・野岳湖公園リニューアル事業
・産業支援センター運営事業 ・学校情報通信ネットワーク運営事業
・農業集落排水施設維持管理事業 ・統合型校務支援システム構築事業

・コミュニティースクール推進事業
・ミライへつなぐ学校教育検討事業

○「終了」とした事業 ・歴史資料館整備事業
・総合計画策定事業
・ながさきピース文化祭実施事業
・おおむら中小企業DX推進事業 ○「他事業に統合」とした事業
・長崎空港50周年記念ソウル便復活キャンペーン事業 ・大村市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進事業
・新工業団地整備事業 ・社会保障・税番号制度推進事業
・新幹線建設負担金事業 ・市民税（個人）賦課事業（申告支援システム）
・自然共生型アウトドア施設整備事業 ・不法投棄対策事業
・小中学校連携・一貫事業
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※黄色網掛け事業については、市の判断で縮小・終了等した事業。
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